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●マイナンバー制度が始まることについての不安

マイナンバー制度が始まると、社会保険未加入のパートさんなども加入させられちゃうの?！

という質問を受けます。結論から申し上げますと「心配ご無用」ということです。

マイナンバーの行政機関での連携は「限られた情報」となっており、行政が勝手になんでもかんでも情

報を取得することはできないようになっています。「別表第2」で規定された情報のみとなっております。

●マイナンバーの行政機関間での「情報連携」

行政サービスは複数の行政機関から提供されることから、機関毎に個別の情報が独立して存在しま

す。マイナンバー制度の3本目の柱は、各行政機関にてそれぞれ管理している同一人の情報を紐付

け、相互に活用するという仕組みです。

このマイナンバーを用いた行政機関間での「情報連携」を行う事務の対象範囲についても、マイナン

バー法において決められており、「別表第2」にて事務が示されています。

【「別表第2」で規定された事務例】＊添付ファイルを参照ください。

自治体が保有する地方税関係情報（所得、課税情報）を他団体に提供する。

●年金事務所の動向

他省庁・他機構・地方公共団 体と接続し、双方向の情報連携を行う仕組 

【平成29年1月～及び平成 29年7月～（順次）】

情報提供ネットワークシステムを通じて他省庁・他機 構・地方公共団体と接続し、双方向の情報連携

を行う仕 組を構築する。

また、年金の裁定や生活保護の支給等について、国の機関や地方公共団体への特定個人情報の提

供 と照会を開始する。

情報提供ネットワークシステムを通じた外部機関との情報連携を活用可能とすることで、

・年金機構への「各種届出」や「添付書類」を省略。

・他省庁等における「各種届出や添付書類の省略」を可能とする。

つまり、行政機関間での情報提供は限られています。

マイナンバー＝「社会保険未加入者の強制加入」とは直接関係ありません。

●社員が、自らの思想信条等に基づき、社員本人または扶養家族の個人番号の提供を拒んだ場合、

会社としてどのように対応すべきでしょうか？

マイナンバー法では、社員等にはマイナンバーの企業への提出義務は認められておりませんし、提出

を拒んだことを理由とする罰則もありません。

しかし、社員には決められた書類にマイナンバーを記載することは、法令で定められた義務であること

を周知し、提供を求めてください。それでも提供を受けられないときは、書類の提出先の機関の指示に

従ってください。社員から提供を受けられない場合は、提供を求めた経過等を記録などし、企業側が義

務違反をしているわけではないことを明確にしておきましょう。
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1 1 厚生労働大臣
健康保険法第5条第2項の規定により厚生労働大臣
が行うこととされた健康保険に関する事務であって主
務省令で定めるもの

市町村長
住民基本台帳法第7条第4号に規定する事項（以下
「住民票関係情報」という。）であって主務省令で定め
るもの

2 2
全国健康保険協
会

健康保険法による保険給付の支給に関する事務で
あって主務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

3 3 健康保険組合
健康保険法による保険給付の支給に関する事務で
あって主務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

4 4 厚生労働大臣
船員保険法第4条第2項の規定により厚生労働大臣
が行うこととされた船員保険に関する事務であって主
務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

5 6
全国健康保険協
会

船員保険法による保険給付又は平成19年法律第30
号附則第39条の規定によりなお従前の例によるもの
とされた平成19年法律第30号第4条の規定による改
正前の船員保険法による保険給付の支給に関する事
務であって主務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

6 8 都道府県知事

児童福祉法による里親の認定、養育里親の登録又は
障害児入所給付費、高額障害児入所給付費若しくは
特定入所障害児食費等給付費の支給に関する事務
であって主務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

7 9 都道府県知事
児童福祉法による小児慢性特定疾病医療費の支給
に関する事務であって主務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

8 11 市町村長

児童福祉法による障害児通所給付費、特例障害児通
所給付費、高額障害児通所給付費、障害児相談支援
給付費若しくは特例障害児相談支援給付費の支給又
は障害福祉サービスの提供に関する事務であって主
務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

9 16
都道府県知事又
は市町村長

児童福祉法による負担能力の認定又は費用の徴収
に関する事務であって主務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

10 18 市町村長
予防接種法による給付の支給又は実費の徴収に関
する事務であって主務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

11 20 市町村長
身体障害者福祉法による障害福祉サービス、障害者
支援施設等への入所等の措置又は費用の徴収に関
する事務であって主務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

12 21 市町村長
身体障害者福祉法による費用の徴収に関する事務で
あって主務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

13 23 都道府県知事
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律による入
院措置又は費用の徴収に関する事務であって主務省
令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

14 27 市町村長
地方税法その他の地方税に関する法律及びこれらの
法律に基づく条例による地方税の賦課徴収に関する
事務であって主務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

15 30 社会福祉協議会
社会福祉法による生計困難者に対して無利子又は低
利で資金を融通する事業の実施に関する事務であっ
て主務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

16 31

公営住宅法第2条
第16号に規定する
事業主体である都
道府県知事又は
市町村長

公営住宅法による公営住宅の管理に関する事務で
あって主務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

17 34
日本私立学校振
興・共済事業団

私立学校教職員共済法による短期給付又は年金であ
る給付の支給に関する事務であって主務省令で定め
るもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

18 35
厚生労働大臣又
は共済組合等

厚生年金保険法による年金である保険給付又は一時
金の支給に関する事務であって主務省令で定めるも
の

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

19 37
文部科学大臣又
は都道府県教育
委員会

特別支援学校への就学奨励に関する法律による特別
支援学校への就学のため必要な経費の支弁に関す
る事務であって主務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

20 38
都道府県教育委
員会又は市町村
教育委員会

学校保健安全法による医療に要する費用についての
援助に関する事務であって主務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

21 39
国家公務員共済
組合

国家公務員共済組合法による短期給付の支給に関
する事務であって主務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

22 40
国家公務員共済
組合連合会

国家公務員共済組合法又は国家公務員共済組合法
の長期給付に関する施行法による年金である給付の
支給に関する事務であって主務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

23 42
市町村長又は国
民健康保険組合

国民健康保険法による保険給付の支給又は保険料
の徴収に関する事務であって主務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

24 48 厚生労働大臣

国民年金法による年金である給付若しくは一時金の
支給、保険料の納付に関する処分又は保険料その他
徴収金の徴収に関する事務であって主務省令で定め
るもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

25 53 市町村長
知的障害者福祉法による障害福祉サービス、障害者
支援施設等への入所等の措置又は費用の徴収に関
する事務であって主務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

26 54

住宅地区改良法
第2条第2項に規
定する施行者であ
る都道府県知事
又は市町村長

住宅地区改良法による改良住宅の管理若しくは家賃
若しくは敷金の決定若しくは変更又は収入超過者に
対する措置に関する事務であって主務省令で定める
もの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

27 57 都道府県知事等
児童扶養手当法による児童扶養手当の支給に関する
事務であって主務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

28 58
地方公務員共済
組合

地方公務員等共済組合法による短期給付の支給に
関する事務であって主務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

29 59

地方公務員共済
組合又は全国市
町村共済組合連
合会

地方公務員等共済組合法又は地方公務員等共済組
合法の長期給付等に関する施行法による年金である
給付の支給に関する事務であって主務省令で定める
もの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

30 61 市町村長
老人福祉法による福祉の措置に関する事務であって
主務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

（別紙）番号法第19条第7号別表第2に基づく情報提供先
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31 62 市町村長
老人福祉法による費用の徴収に関する事務であって
主務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

32 66
厚生労働大臣又
は都道府県知事

特別児童扶養手当等の支給に関する法律による特別
児童扶養手当の支給に関する事務であって主務省令
で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

33 67 都道府県知事等

特別児童扶養手当等の支給に関する法律による障害
児福祉手当若しくは特別障害者手当又は昭和60年法
律第34号附則第97条第1項の福祉手当の支給に関す
る事務であって主務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

34 70 市町村長
母子保健法による費用の徴収に関する事務であって
主務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

35 77 厚生労働大臣
雇用保険法による未支給の失業等給付又は介護休
業給付金の支給に関する事務であって主務省令で定
めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

36 80
後期高齢者医療
連合

高齢者の医療の確保に関する法律による後期高齢者
医療給付の支給又は保険料の徴収に関する事務で
あって主務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

37 84 厚生労働大臣

昭和60年法律第34号附則第87条第2項の規定により
厚生年金保険の実施者たる政府が支給するものとさ
れた年金である保険給付の支給に関する事務であっ
て主務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

38 89
都道府県知事又
は広島市長若しく
は長崎市長

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律による保
健手当又は葬祭料の支給に関する事務であって主務
省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

39 91 厚生労働大臣

平成8年法律第82号附則第16条第3項の規定により
厚生年金保険の実施者たる政府が支給するものとさ
れた年金である給付の支給に関する事務であって主
務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

40 92

平成8年法律第82
号附則第32条第2
項に規定する存続
組合又は平成8年
法律第82号附則
第48条第1項に規
定する指定基金

平成8年法律第82号による年金である長期給付又は
年金である給付の支給に関する事務であって主務省
令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

41 94 市町村長
介護保険法による保険給付の支給、地域支援事業の
実施又は保険料の徴収に関する事務であって主務省
令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

42 96 都道府県知事
被災者生活再建支援法による被災者生活再建支援
金の支給に関する事務であって主務省令で定めるも
の

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

43 101 厚生労働大臣

厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合
制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組
合法等を廃止する等の法律附則第16条第3項の規定
により厚生年金保険の実施者たる政府が支給するも
のとされた年金である給付の支給に関する事務であっ
て主務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

44 102
農林漁業団体職
員共済組合

厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合
制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組
合法等を廃止する等の法律による年金である給付（同
法附則第16条第3項の規定により厚生年金保険の実
施者たる政府が支給するものとされた年金である給
付を除く。）若しくは一時金の支給又は特例業務負担
金の徴収に関する事務であって主務省令で定めるも
の

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

45 103
独立行政法人農
業者年金基金

独立行政法人農業者年金基金法による農業者年金
事業の給付の支給若しくは保険料その他徴収金の徴
収又は同法附則第6条第1項第1号の規定により独立
行政法人農業者年金基金が行うものとされた平成13
年法律第39号による改正前の農業者年金基金法若し
くは平成2年法律第21号による改正前の農業者年金
基金法による給付の支給に関する事務であって主務
省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

46 105
独立行政法人医
薬品医療機器総
合機構

独立行政法人医薬品医療機器総合機構法による副
作用救済給付又は感染救済給付の支給に関する事
務であって主務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

47 106
独立行政法人日
本学生支援機構

独立行政法人日本学生支援機構法による学資の貸
与に関する事務であって主務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

48 108
都道府県知事又
は市町村長

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す
るための法律による自立支援給付の支給又は地域生
活支援事業の実施に関する事務であって主務省令で
定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

49 111 厚生労働大臣

厚生年金保険の保険給付及び国民年金の給付に係
る時効の特例等に関する法律による保険給付又は給
付の支給に関する事務であって主務省令で定めるも
の

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

50 112 厚生労働大臣

厚生年金保険の保険給付及び国民年金の給付の支
払の遅延に係る加算金の支給に関する法律による保
険給付遅延特別加算金又は給付遅延特別加算金の
支給に関する事務であって主務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

51 113

文部科学大臣、都
道府県知事又は
都道府県教育委
員会

高等学校等就学支援金の支給に関する法律による就
学支援金の支給に関する事務であって主務省令で定
めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

52 114 厚生労働大臣
職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援
に関する法律による職業訓練受講給付金の支給に関
する事務であって主務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

53 116 市町村長
子ども・子育て支援法による子どものための教育・保
育給付の支給又は地域子ども・子育て支援事業の実
施に関する事務であって主務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの

54 117 厚生労働大臣
年金生活者支援給付金の支給に関する法律による年
金生活者支援給付金の支給に関する事務であって主
務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの
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55 120 都道府県知事
難病の患者に対する医療費等に関する法律（平成26
年法律第50号）による特定医療費の支給に関する事
務であって主務省令で定めるもの

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの
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